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各国税局・税務署において、関係民間団体や税理士会、地元の経済団体などとも連携・協力し、事業者の業務のデジタル化を促進す

るための取組を実施。

国税局・税務署における各種団体等との連携・協力について

連携する各種団体等のイメージ1 取組事例のご紹介２
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○ デジタル化・キャッシュレス化共同推進宣言
令和４年４月開催（沖縄国税事務所）
県経済団体会議と県内ＤＸの共同宣言を実施

○ 税務のデジタル化推進宣言式
令和４年10月開催（福岡国税局・佐世保署）
関係６民間団体と連携

○ キャッシュレス納付推進宣言
令和４年９月開催（熊本国税局）
県内税務署を含む30機関による共同宣言を実施

○ キャッシュレス納付推進宣言 ～大阪・関西万博だってキャッシュレス～
令和５年５月開催（大阪国税局）
大阪国税局が発起人となり、大阪・関西万博を協力機関として、88団体と
共同宣言を実施

○ キャッシュレス納付推進宣言
令和５年８月開催（福岡国税局・佐賀県内５署）
佐賀県内の自治体、金融機関、民間団体など54団体による共同宣言を実施

○ 業務のデジタル化に向けた共同セミナーの開催
令和５年７月開催（札幌国税局）
札幌国税局が北海道経済産業局、北海道と共同でデジタル化に向けたセミナーを実施
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令和４年４月 デジタル化・キャッシュレス化共同推進宣言（沖縄国税事務所）

【連携事項】沖縄県内の経済取引や税務手続のデジタル化及びキャッシュレス化の推進
【構成団体】沖縄県経済団体会議（沖縄県商工会議所連合会、沖縄経済同友会、沖縄県建設産業団体連合会、沖縄県商工会

連合会、沖縄県中小企業団体中央会、沖縄県農業協同組合中央会、沖縄県漁業協同組合連合会等）
沖縄国税事務所

【取組事例】デジタル化に関する情報発信や講習会の共同開催等を計画
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令和４年10月 税務のデジタル化推進宣言式（福岡国税局・佐世保署）

【連携事項】佐世保署管内における①e-Taxの利用促進、②キャッシュレス納付の利用拡大、③インボイス制度の電子申請に
よる早期登録

【構成団体】関係民間団体等（九州北部税理士会佐世保支部のほか、税務関係民間団体４団体）
佐世保商工会議所税務相談所
佐世保税務署

【取組事例】商店街等における横断幕の掲示やインボイスの登録に係る街頭広報を実施
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令和４年９月 キャッシュレス納付推進宣言（熊本国税局）

【連携事項】熊本県におけるキャッシュレス納付の推進
【構成団体】関係民間団体等（南九州税理士会熊本県連合会のほか、税務関係民間団体８団体）

地方自治体（熊本県、熊本市）
金融機関（日本銀行熊本支店、(一社)熊本県銀行協会、㈱肥後銀行、㈱熊本銀行、熊本信用金庫等）、
熊本国税局、熊本県内税務署

【取組事例】宣言式の開催（テレビ、新聞等のマスコミで大きく報道されるなど、広報効果による意識の醸成に寄与）
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令和５年５月 キャッシュレス納付推進宣言（大阪国税局）

【連携事項】大阪・関西におけるキャッシュレス納付の推進
【構成団体】関係民間団体等（近畿税理士会、近畿納税貯蓄組合総連合会、(公財)納税協会連合会）

地方自治体等（関西２府４県、京都市、大阪市、堺市、神戸市、地方税共同機構）
金融機関（日本銀行京都支店、日本銀行大阪支店、日本銀行神戸支店、都市銀行４行、㈱ゆうちょ銀行、関西に拠点を置く
地銀、信組等金融機関58行、銀行協会８会）
大阪国税局

【取組事例】金融機関と協働によるダイレクト納付の操作体験会や、日本銀行大阪支店の申し出によりキャッシュレス納付をテーマとしたグループ
討議を実施
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キャッシュレス納付推進共同宣言  

～大阪・関西万博だってキャッシュレス～   

 

社会全体のデジタル化は、国民・企業の利便性を向上させ、仕事の 

効率化や生産性の向上に資するものであり、その推進は、官民問わず、 

私たちにとって共通の課題です。 

 このため、国、地方公共団体、日本銀行、金融機関、関係民間団体 

においては、税公金の納付のデジタル化、すなわちキャッシュレス納付の 

利便性向上や普及促進に向けて、様々な取組を進めてきました。 

 また、2025 年に開催される「大阪・関西万博」においても、キャッシュ 

レス化を推進していることから、今後、関西エリアを中心にキャッシュレス化 

への機運は益々高まるものと期待しております。 

 このような絶好の機会を逃 すことなく、キャッシュレス納付を推 進し、 

より多くの方々にメリットを享受いただくためには、私たちが一層連携、 

協力して取り組んでいくことが重要であると認識しております。 

 私たちは、こうした共通認識のもと、「簡単、便利な」キャッシュレス納付の 

一層の普及に向け、共同して取り組んでいくことを宣言します。 

 

                               令和５年５月 17 日        



令和５年８月 キャッシュレス納付推進宣言式（福岡国税局・佐賀県内５署）

【連携事項】佐賀県におけるキャッシュレス納付の推進
【構成団体】関係民間団体等（九州北部税理士会佐賀県地区連絡協議会のほか、税務関係民間団体７団体）

佐賀県商工会議所連合会
佐賀県商工会連合会
佐賀県中小企業団体中央会
地方自治体（佐賀県、佐賀県内市町村）
金融機関（㈱佐賀銀行ほか、佐賀県に拠点を置く地銀、信組等金融機関13行）
佐賀県内税務署

【取組事例】関係民間団体や金融機関の職員に対してキャッシュレス納付の手順などの説明を実施
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令和５年７月 共同セミナーの開催（札幌国税局・北海道経済産業局・北海道）

【セミナーの概要】

令和５年下半期に札幌国税局、北海道経済産業局、北海道の共同セミナーをオンライン形式で３回実施（令和５年７月、
９月、１２月）

個人・法人問わず事業者を対象者とし、３回のセミナーで延べ４２１名が参加

事業者のデジタル化促進に向け、札幌国税局から制度面及び経理のデジタル化の説明、北海道経済産業局から中小企業支
援策の一つであるIT導入補助金の説明、北海道から道独自の中小企業支援策の説明を実施
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第一 令和６年度税制改正の基本的考え方

５．円滑・適正な納税のための環境整備

（２）税務手続のデジタル化・キャッシュレス化による利便性の向上

経済社会のデジタル化に伴い、事業経営や取引・財務に関する情報処理、決済の分
野でもデジタル化が急速に進展しており、納税者が簡便かつ適正に申告・納付を行う
ことができるよう、税務手続のデジタル化を推進していく必要がある。このため、電
子申告等の手続の簡素化や処分通知等の電子交付の拡充、法定調書の電子提出を一層
進めていくための措置等を講ずる。
近年のクラウド会計ソフト等の普及に伴う事業者のデジタル化の進展等を踏まえ、

デジタルを最大限に活用し、納税者の事務負担の軽減等及び適正・公平な課税・徴収
の実現を図る観点から、取引に係るやり取りから会計・税務までのデジタル化につい
て中長期的に検討していく。また、デジタル化やキャッシュレス化に対応した税制の
あり方や納付方法の多様化について引き続き検討していく。

（参考）令和６年度与党税制改正大綱（令和５年12月14日）（抄）

※ 下線は国税庁において追記。


